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�会計基準等�
税効果

ASBJ　税効果の検討，開示項目と公布
日基準を優先 3221（7/20）

ASBJ　税効果新指針の最終化に向け審
議再開 3225（8/24）

ASBJ　税効果新指針の早期適用に賛否
両論 3227（ 9 / 7 ）

ASBJ　「公布日基準」の見直しで具体案
示す 3230（10/5）

税効果新指針の早期適用に実務課題
　 3232（10/19）

ASBJ　税効果会計の税率は「成立日基
準」に 3234（11/2）

ASBJ　税効果専門委，取扱いの審議継
続 3237（11/23）

ASBJ　税効果新指針，適用の影響額の
一部は剰余金調整に 3239（12/7）

ASBJ　税効果の適用税率に関する指針
案公表 3240（12/14）

税効果会計，28年３月期以降の適用税
率は？ 3241（12/21）

収益認識

ASBJ　収益認識巡る意見複数，別モデ

経済ニュース・トピックス
ルの提案も 3224（8/17）

ASBJ　収益認識　JICPA報告で24事例
を検討へ 3226（8/31）

ASBJ　収益認識　JICPA事例の審議を
継続 3228（9/14）

ASBJ　収益基準で表示・開示を審議
　 3234（11/2）

ASBJ　収益認識，意見募集で公表文書
の作成へ 3235（11/9）

ASBJ　収益基準開発へ意見募集文案を
検討 3237（11/23）

ASBJ　収益認識　意見募集は文案調整
継続 3239（12/7）

権利確定条件付き有償新株予約権

ASBJ　権利確定条件付き有償新株予約
権の処理を検討 3235（11/9）

権利確定条件付き有償新株予約権，６年
弱で221社 3240（12/14）

公共施設等運営権

FASF　公共施設等運営権の取扱いなど
提言へ 3237（11/23）

その他

FASF　実務対応レベルの新テーマ３本
を評価依頼へ 3221（7/20）

経済ニュース・トピックス経済ニュース・トピックス

総合索引
27 No.3219 ～3241

７月～ 12月

年
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ASBJ/FASFレポート

第314回　修正国際基準を公表議決
　 3220（7/13）

第315回　IFRS15号「顧客との契約か
ら生じる収益」の概要および論点検討
など 3222（7/27）

第316回　税効果会計の実務指針の移管
（繰延税金資産の回収可能性を除く）
等を審議 3223（ 8 / 3 ）

第317回　IFRS15号の内容を収益認識
基準として導入した場合の論点の検討
など 3225（8/24）

第318回　IFRS適用課題対応専門委員
会の設置など審議 3227（ 9 / 7 ）

第319回　IASB公開草案「財務報告に
関する概念フレームワーク」へのコメ
ントの方向性等審議 3229（9/28）

第320回　繰延税金資産の回収可能性に
関する適用指針（案）へのコメント対
応など 3230（10/5）

第321回　税効果の適用指針（案）にお
ける適用初年度の期首の影響額の取扱
いなど審議 3233（10/26）

第322回　IFRS第15号の表示及び開示
を収益認識基準に導入した場合の論点
の検討など 3234（11/2）

第323回　収益認識基準に関する包括的
な会計基準開発に関する意見募集文書
案の検討など 3237（11/23）

第324回　基準諮問会議が公共施設等運
営権に係る会計上の取扱い等を提言

　 3238（11/30）

第325回　「税効果会計に適用する税率
に関する適用指針（案）」を公表議決

　 3241（12/21）

�国際会計基準（IAS/IFRS）�
IFRS任意適用

IFRS適用，決定・予定を含めると112
社に 3227（ 9 / 7 ）

ASBJ　IFRS適用課題対応専門委設置へ
　 3227（ 9 / 7 ）

ASBJ　IFRS適用課題対応専門委を設置
　 3230（10/5）

ASBJ　IFRS適用課題対応専門委を開催
　 3236（11/16）

会計審・会計部会　IFRS適用の上場92
社，時価総額は全体の２割に 3238（11/30）

収益認識

IASB　IFRS15号の発効日を延期 3229（9/28）

リース

IASB　リース基準を年内最終化予定も
適用日で議論 3229（9/28）

ASAF

ASBJ　ASAF会議に向け対応を審議
　 3219（ 7 / 6 ）

JMIS

修正国際基準（JMIS）を公表，2016年
３月期から適用可 3219（ 7 / 6 ）

金融庁　JMIS公表受け連結財規等改正
へ 3219（ 7 / 6 ）

改正連結財規等施行，修正国際基準を適
用可能に 3228（9/14）

法務省　JMIS対応で会社計算規則等を
改正へ 3236（11/16）

その他

ASBJ　マクロヘッジ会計，審議の進め
方も論点 3220（7/13）

コンバージェンスより品質重視へ 3233（10/26）

ASBJ　IFRSのエンドースメント手続を
再開 3239（12/7）
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�ディスクロージャー�
金商法開示

《トピックスプラス》開示事例から見る
「当期純利益」の表示変更 3220（7/13）

２期目からの単体簡素化・実施状況
　 3222（7/27）

金融庁　26年度有報レビュー結果 3238（11/30）

取引所開示

《トピックスプラス》IFRS適用発表と「会
計基準選択の考え方」 3226（8/31）

「会計基準選択の考え方」の開示内容を
分析へ 3220（7/13）

メタップス，28年８月期からIFRS適用
へ 3236（11/16）

開示の一元化

金融庁　企業開示，上場規則・会社法・
金商法の重複排除へ 3234（11/2）

金融庁・金融審　ディスクロージャー
WGを立ち上げ，開示効率化を議論

　 3236（11/16）

JICPA　会社法と金商法の開示・監査一
元化を提言 3237（11/23）

統合報告

統合報告，2016年は300社超えも視野
に 3240（12/14）

その他

JICPA　「経営者の判断」等の注記求め
る意見も 3226（8/31）

「労働者派遣の対価に係る勘定科目」の
適切化を要請 3229（9/28）

ディスクロ優良企業，27年度は新たに
６社 3233（10/26）

経産省　株主総会プロセスの電子化促進
等で研究会設置 3236（11/16）

週間「適時開示」ニュース

６/23 ～６/29 3219（ 7 / 6 ）

６/30 ～７/６ 3220（7/13）

７/７～７/13 3221（7/20）

７/14 ～７/20 3222（7/27）

７/21 ～７/27 3223（ 8 / 3 ）

７/28 ～８/３ 3224（8/17）

８/４～８/17 3225（8/24）

８/18 ～８/24 3226（8/31）

８/25 ～８/31 3227（ 9 / 7 ）

９/１～９/７ 3228（9/14）

９/８～９/14 3229（9/28）

９/15 ～９/28 3230（10/5）

９/29 ～ 10/５ 3231（10/12）

10/６～ 10/12 3232（10/19）

10/13 ～ 10/19 3233（10/26）

10/20 ～ 10/26 3234（11/2）

10/27 ～ 11/２ 3235（11/9）

11/３～ 11/９ 3236（11/16）

11/10 ～ 11/16 3237（11/23）

11/17 ～ 11/23 3238（11/30）

11/24 ～ 11/30 3239（12/7）

12/１～ 12/７ 3240（12/14）

12/８～ 12/14 3241（12/21）

�監査・レビュー�
金融庁

金融庁　「会計監査の在り方」で懇談会
設置 3230（10/5）

金融庁　「監査の在り方」懇談会開催
　 3231（10/12）

金融庁　監査懇談会の議事内容を公表
　 3234（11/2）

金融庁・監査懇　監査法人のマネジメン
トに課題 3238（11/30）

監査審査会　新日本に処分勧告 3241（12/21）

JICPA

会計士試験受験者増に向け現状分析
　 3219（ 7 / 6 ）

JICPA　26年度品質管理レビュー結果



28

週刊　 （第三種郵便物認可）27．12．21　 No. 3241

を公表 3220（7/13）

JICPA　財務諸表レビューの指針案公表
　 3226（8/31）

JICPA　要約財務諸表に関する指針案公
表 3226（8/31）

JICPA　短信早期化が監査実務に影響
　 3232（10/19）

JICPA　公開草案「ITを利用した監査
の展望」を公表 3241（12/21）

監査事務所のローテーション

欧州で始まる監査事務所の強制交代制
　 3229（9/28）

監査事務所のローテーション制について
　 3239（12/7）

監査役協会

監査役協　監査役監査基準等を改定
　 3225（8/24）

会計不正の構造

【file 07】子会社出向者による不正 3233（10/26）

その他

PwCあらた　JAビジネス支援室を新設
　 3239（12/7）

�会社法�
経産省研究会　会社法の解釈指針等とり

まとめ 3223（ 8 / 3 ）

JICPA　株主代表訴訟に関するQ&Aを
改正 3225（8/24）

�コーポレートガバナンス�
金融庁と東証　CGコード等のフォロー

アップ会議設置へ 3225（8/24）

金融庁と東証　企業統治改革，「実質の
充実」に向け議論開始 3230（10/5）

金融庁と東証　CGコード等の有識者会
議 3233（10/26）

金融庁・東証　政策保有株式解消へ論点

整理 3238（11/30）

�企業動向（会計処理の変更事例等）�
本誌調査

開示すべき重要な不備，26年４月～ 27
年２月期に10社 3224（8/17）

資産除去債務に関する見積り変更，内容
記載は56社 3231（10/12）

GC注記44社のうち６社が上場廃止
　 3231（10/12）

会計方針の変更 27年３月期は142社・
146件 3232（10/19）

27年３月期　会計方針変更の７割で遡
及適用 3233（10/26）

日本版ESOP，従業員持株会型が約６割
　 3235（11/9）

定額法への変更，５年間で350社超
　 3238（11/30）

見積りの変更，資産除去債務関係が多数
　 3222（7/27）

開示すべき重要な不備，27年３月期は
15社 3228（9/14）

課徴金・不適切会計等

証券監視委　有報の虚偽記載等で７件の
課徴金納付命令勧告 3220（7/13）

東芝　不適切会計で第三者委員会報告書
　 3222（7/27）

不適正会計処理の課徴金，26年度は８
件 3228（9/14）

東芝を特設注意市場銘柄に指定 3229（9/28）

東芝に約74億円の課徴金納付命令勧告
　 3240（12/14）

その他

投資単位引下げにより個人株主数増加
　 3219（ 7 / 6 ）

JPX400 クックパッドなど43銘柄入替
へ 3225（8/24）
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国税庁　26年民間企業平均給与は415
万円 3230（10/5）

週刊M&Aニュース

６/20 ～６/26 3219（ 7 / 6 ）

６/27 ～７/３ 3220（7/13）

７/４～７/10 3221（7/20）

７/11 ～７/17 3222（7/27）

７/18 ～７/24 3223（ 8 / 3 ）

７/25 ～７/31 3224（8/17）

８/１～８/14 3225（8/24）

８/15 ～８/21 3226（8/31）

８/22 ～８/28 3227（ 9 / 7 ）

８/29 ～９/４ 3228（9/14）

９/５～９/11 3229（9/28）

９/12 ～９/25 3230（10/5）

９/26 ～ 10/２ 3231（10/12）

10/３～ 10/９ 3232（10/19）

10/10 ～ 10/16 3233（10/26）

10/17 ～ 10/23 3234（11/2）

10/24 ～ 10/30 3235（11/9）

10/31 ～ 11/６ 3236（11/16）

11/７～ 11/13 3237（11/23）

11/14 ～ 11/20 3238（11/30）

11/21 ～ 11/27 3239（12/7）

11/28 ～ 12/４ 3240（12/14）

12/５～ 12/11 3241（12/21）

�税務�
消費税　リバースチャージ対象取引の処

理 3223（ 8 / 3 ）

�学会・セミナー・その他�
日本内部統制研究学会 第８回年次大会

開催 3222（7/27）

日本監査研究学会　青学大で全国大会開
催へ 3222（7/27）

青学大で第13回会計サミット開催 3224（8/17）

「会計専門職人材に関するシンポジウ
ム」を開催 3227（ 9 / 7 ）

日本から「フロンティア研究」の発信を
　 3229（9/28）

監査領域の拡がり，会計士活躍の好機に
　 3229（9/28）

至誠と清新が合併，至誠清新監査法人に
　 3231（10/12）

JICPA　社会貢献テーマに研究大会
　 3231（10/12）

20年後の「経理・財務」を考える　若手
経理社員育成PJ「経面塾」第２期生報
告会 3232（10/19）

日本会計教育学会が全国大会開催へ
　 3234（11/2）

会計セミナーのお知らせ 3234（11/2）

「統合報告フォーラム」開催のお知らせ
　 3236（11/16）

会計士試験，前年比4.6％減の1,051人
合格 3238（11/30）

別冊「開示実例と傾向」の特徴と利用法
　 3238（11/30）

別冊「開示実例と傾向」，好評引替中
　 3239（12/7）

2015年“経財”５大ニュース 3241（12/21）
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ミニファイル
�税効果会計�
一時差異等の取扱い 3219（ 7 / 6 ）

税率差異 3226（8/31）

連結固有の一時差異 3227（ 9 / 7 ）

５分類に該当しない場合 3231（10/12）

決算日後の税率変更 3234（11/2）

四半期の税効果会計 3237（11/23）

繰延税金資産等の表示 3240（12/14）

�退職給付会計�
給付算定式基準 3237（11/23）

リスク分担型DB 3240（12/14）

�引当金�
引当金の表示 3228（9/14）

ポイント制度の会計処理 3233（10/26）

�金融商品�
ヘッジ会計 3220（7/13）

�棚卸資産�
たな卸資産の評価方法変更 3239（12/7）

�その他会計・開示�
四半期の役員状況 3219（ 7 / 6 ）

在外子会社ののれん 3221（7/20）

PFI法 3221（7/20）

株式報酬制度 3223（ 8 / 3 ）

開発費の資産計上 3225（8/24）

取得関連費用 3227（ 9 / 7 ）

市場販売ソフトウェアの減価償却 3228（9/14）

財務制限条項の開示 3229（9/28）

流動性配列と固定性配列 3230（10/5）

PCB廃棄物の会計処理 3230（10/5）

表示方法の変更 3231（10/12）

会計方針変更の範囲 3233（10/26）

臨時報告書 3236（11/16）

統合報告書 3236（11/16）

監査等委員会設置会社 3238（11/30）

建物附属設備の償却方法 3241（12/21）

�国際会計基準（IFRS）�
GC 3224（8/17）

FVOCIオプション 3226（8/31）

ヘッジ会計の承認手続 3234（11/2）

�会社法�
株式分割 3220（7/13）

多重代表訴訟制度 3223（ 8 / 3 ）

会社役員賠償責任保険 3224（8/17）

株式併合 3241（12/21）

�監査�
懲戒処分の公示・公表 3222（7/27）

監査報告書日 3232（10/ 19）

後発事象と監査報告書日 3235（11/9）

�コーポレートガバナンス・コード�
新興市場のCGコード対応 3222（7/27）

CGに関する基本方針 3239（12/7）

�取引所・株式�
スチュワードシップ・コード 3225（8/24）

特設注意市場銘柄制度 3229（9/28）

監理銘柄 3232（10/19）

改善報告書 3235（11/9）

不適正開示 3238（11/30）

ミニファイルミニファイル
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解　説
�会計基準・会計実務等�
■法規制関係
・空港コンセッションの現状～運営権会計に係る実務対応報告の開発に向けて～ 3237（11/23）

国土交通省航空局　公認会計士　前田　順一郎
・「修正国際基準（国際会計基準と企業会計基準委員会による修正会計基準によって構成さ

れる会計基準）」の公表について 3225（8/24）

企業会計基準委員会　副委員長　小賀坂　敦／ディレクター　紙谷　孝雄
・修正国際基準の制度化に係る改正の概要 3234（11/2）

金融庁総務企画局企業開示課　課長補佐　小倉　貴幸／専門官　浜田　宰
／元専門官　榎本　洋介／係長　中野　寛之

・リサーチ・ペーパー第１号「のれんの償却に関するリサーチ」の公表について 3220（7/13）

企業会計基準委員会　常勤委員　関口　智和／専門研究員　太田　実佐

■いまさらきけない会計基準と実務のポイント
新日本有限責任監査法人

第１回　資産除去債務と税効果処理 3220（7/13）

安福　健也

第２回　内部統制のテスト，「25件」の不思議 3225（8/24）

久堀　修平

第３回　連結税効果－未実現利益消去に係る税効果 3232（10/19）

西村　強

第４回　ストック・オプション 3241（12/21）

石井　隆之

■「学生と語る会計基準」　西川教授のポイントレッスン！
第１回　資産負債アプローチと収益費用アプローチ 3224（8/17）

第２回　公正価値測定vs.取得原価測定 3228（9/14）

第３回　純利益と包括利益 3232（10/19）

第４回　純利益とキャッシュフローについて 3236（11/16）

第５回　収益認識 3241（12/21）

慶應義塾大学商学部　教授　西川　郁生

■金融会計の論点シリーズ
No.1　自己株式取引の財務戦略と会計 3220（7/13）

No.2　新金融商品で曖昧になる資本・負債の境界線 3222（7/27）

解　説解　　説
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No.3　社債の会計 3225（8/24）

No.4　金融資産・負債の認識中止（上） 3231（10/12）

No.5　金融資産・負債の認識中止（中） 3232（10/19）

No.6　金融資産・負債の認識中止（下） 3234（11/2）

No.7　金融リスク管理とヘッジ会計（上） 3238（11/30）

No.8　金融リスク管理とヘッジ会計（中） 3240（12/14）

フジタ国際会計コンサルティング（株）　代表　藤田　敬司

■キャッシュ・フロー予算制度構築
第１回【実務トレンド】「損益予算」から「キャッシュ・フロー予算」へ 3234（11/2）

第２回【理論編】キャッシュ・フロー予算の理解 3235（11/9）

第３回【実践編】キャッシュ・フロー予算制度構築の実務的ポイント 3237（11/23）

宝印刷グループ　㈱スリー・シー・コンサルティング　児玉　厚

■厳選！現場からの緊急相談Ｑ＆Ａ
有限責任監査法人トーマツ

第13回　従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引 3220（7/13）

上坂　岳大

第14回　不動産に係るリース取引 3222（7/27）

佐瀬　剛

第15回　有価証券（株式）の発生の認識 3224（8/17）

上田　恵嗣

第16回　のれんの会計処理 3226（8/31）

波多野　伸治

第17回　種類株式の会計処理 3228（9/14）

和田　夢斗

第18回　資産除去債務の見積りの変更等 3231（10/12）

石川　慶

第19回　後発事象 3234（11/2）

男澤　江利子

第20回　役員に信託を通じて自社の株式を交付する取引 3237（11/23）

田中　圭

第21回　ヘッジ会計（その２） 3240（12/14）

内田　彰彦
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■資本連結入門
第１回：資本連結とは 3226（8/31）

第２回：100％子会社の場合 3228（9/14）

第３回：100％子会社ではない場合（支配獲得時） 3229（9/28）

第４回：100％子会社ではない場合（支配獲得後） 3232（10/19）

第５回：在外子会社を連結する場合 3233（10/26）

第６回：持分比率の変動（追加取得） 3235（11/9）

第７回：持分比率の変動（一部売却） 3237（11/23）

第８回：連結除外の処理 3239（12/7）

第９回：その他の論点（段階取得，持分法から連結への移行，間接所有） 3241（12/21）

公認会計士　飯塚　幸子

■使おう！管理会計～企業経営に役立つノウハウ
第９回　Ⅲ　管理会計の応用メニュー（戦略的財務企画・構想力を高めよう！） 3223（ 8 / 3 ）

第10回　Ⅲ　管理会計の応用メニュー（戦略的財務企画・構想力を高めよう！） 3230（10/5）

公認会計士・税理士　和田　正次

■東芝事件から何を学ぶか
第１回「ガバナンス」 3224（8/17）

第２回「会計」 3225（8/24）

第３回「内部統制」 3226（8/31）

第４回「監査」 3227（ 9 / 7 ）

第５回「資本市場」 3229（9/28）

青山学院大学大学院　教授　町田　祥弘／関西大学大学院　教授　松本　祥尚

■判例を読む
反対株主の株式買取請求に係る株式買取価格の評価における非流動性ディスカウントの考

慮の可否
（上） 3220（7/13）

（中） 3221（7/20）

（下） 3222（7/27）

弁護士・公認会計士・CFA協会認定アナリスト　中村　慎二

■リース取引の会計実務，税務実務とIFRS導入の影響
第１回　リース会計，税務の実務論点 3227（ 9 / 7 ）

第２回　会計上の簡便処理及び例外処理と，実務上の留意事項 3230（10/5）

第３回　売買処理の実務ポイント及び会計税務処理の異同 3233（10/26）

第４回　サービスを含む解約の取扱い，貸手の処理の論点 3236（11/16）

第５回　リースバック，IFRS再公開草案の基本的な考え方の論点 3238（11/30）
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第６回　他の会計基準との関係などリース会計のその他の論点 3241（12/21）

有限責任監査法人トーマツ　井上　雅彦

■その他
・平成28年３月期第１四半期決算における法定実効税率の取扱い 3219（ 7 / 6 ）

新日本有限責任監査法人　吉田　剛
・東芝の不正な財務報告問題の論点整理－何が問題で何を問うべきなのか－  3222（7/27）

青山学院大学大学院　教授　町田　祥弘
・アクルーアルと「利益の質」－東芝不正決算によせて－  3226（8/31）

駒澤大学　教授　石川　純治
・「事業活動の性質」と純損益／包括利益 3232（10/19）

駒澤大学　教授　石川　純治
・「事業活動の性質」と資産分類／測定基礎－伝統枠からの論点－  3240（12/14）

駒澤大学　教授　石川　純治

�ディスクロージャー�
■起業家物語～ IPO実現に向けて～

第２回　収益認識 3219（ 7 / 6 ）

第３回　原価計算および棚卸資産 3223（ 8 / 3 ）

第４回　研究開発費及びソフトウエア会計 3227（ 9 / 7 ）

第５回　減損，資産除去債務，リース 3231（10/12）

第６回　金融商品会計基準及びストックオプション 3234（11/2）

第７回　税効果会計 3239（12/7）

有限責任あずさ監査法人　パートナー　佐藤　和充／シニアマネジャー　鶴　彦太
／マネジャー　大橋　剛

■コーポレートガバナンス・コードへの実務対応
（３）総論としての対応策の検討，開示時期の決定 3219（ 7 / 6 ）

（４）各論としての対応策の検討，投資家との対話 3220（7/13）

（５）最終回　経理・財務部門への影響（アンケート結果を踏まえた示唆） 3221（7/20）

有限責任監査法人トーマツ　山内　達夫／下川　祐貴子

■CG報告書におけるコーポレートガバナンス・コード対応の開示状況
（上） 3230（10/5） （下） 3231（10/12）

株式会社プロネクサス　ディスクロージャー研究部　籠島　淳矢



35

週刊　 （第三種郵便物認可）27．12．21　 No. 3241

■その他
・「持続的成長に向けた企業と投資家の対話促進研究会」報告書について 3219（ 7 / 6 ）

経済産業省　企業会計室　畠山　多聞
・「コーポレート・ガバナンスの実践～企業価値向上に向けたインセンティブと改革～」の

概要 3228（9/14）

経済産業省経済産業政策局　産業組織課課長補佐　黒田　嘉彰／土屋　光邦

�監査�
■先読み　会計・監査トレンド

Topic　2　地方公共団体の監査制度 3221（7/20）

仰星監査法人　里見　優

■その他
・監査・保証実務委員会実務指針第91号「工事進行基準等の適用に関する監査上の取扱い」

の解説 3219（ 7 / 6 ）

有限責任あずさ監査法人　田中　淳一
・「監査事務所検査結果事例集」の公表について 3224（8/17）

公認会計士・監査審査会事務局　審査検査室長　梅本　慶治

�会社法�
■役員の報酬・賞与・退職金　Ｑ＆Ａ

＜190＞慰労金の返還請求 3230（10/5）

弁護士　小林　公明

�国際会計基準（IAS/IFRS）関係�
■IASB公開草案「IFRS第15号の明確化」の解説
（前編） 3227（ 9 / 7 ） （後編） 3228（9/14）

有限責任あずさ監査法人　大津　喬章

■IFRSをめぐる動向
PwCあらた監査法人

第76回　減損移行リソースグループでの議論（４月の議論） 3221（7/20）

浅井　敬子

第77回　IFRS第８号「事業セグメント」の適用後レビュー結果を受けた修正案の検討状
況 3224（8/17）

富田　真史
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第78回　IFRS第15号　公表後のIASBの議論 3228（9/14）

井上　雅子

第79回　EUにおけるIFRS第９号『金融商品』のエンドースメントをめぐる動き 3232（10/19）

山口　峰男

第80回　IFRS第３号「企業結合」の適用後レビュー結果を受けた，IASB/FASBの審議
状況 3236（11/16）

富田　真史

第81回　収益移行リソースグループでの議論（７月の議論と対応，11月の議論） 3240（12/14）

井上　雅子

■基礎から学ぶ－IFRS保険会計
第17回　有配当契約－IASBによる再審議 3229（9/28）

有限責任あずさ監査法人　三輪　登信／藤原　初美

■Ｑ＆Ａコーナー　気になる論点
（136）　IASB概念フレームワークの

公開草案（２） 3219（ 7 / 6 ）

（137）　IASB概念フレームワークの
公開草案（３） 3221（7/20）

（138）　IASB概念フレームワークの
公開草案（４） 3223（ 8 / 3 ）

（139）　IASB概念フレームワークの
公開草案（５） 3224（8/17）

（140）　IASB概念フレームワークの
公開草案（６） 3226（8/31）

（141）　IASB概念フレームワークの
公開草案（７） 3228（9/14）

（142）　IASB概念フレームワークの
公開草案（８） 3229（9/28）

（143）　IASB概念フレームワークの
公開草案（９） 3231（10/12）

（144）　IASB概念フレームワークの
公開草案（10） 3233（10/26）

（145）　IASB概念フレームワークの
公開草案（11） 3235（11/9）

（146）　IASB概念フレームワークの
公開草案（12） 3237（11/23）

（147）　IASB概念フレームワークの
公開草案（13） 3239（12/7）

（148）　IASB概念フレームワークの
公開草案（14）  3241（12/21）

早稲田大学大学院　会計研究科教授　秋葉　賢一

■【最新動向】IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」の改訂に関するIASB審議の概要
Vol.3　本人か代理人かの検討 3221（7/20）

有限責任あずさ監査法人　シニアマネジャー　島田　謡子
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■その他
・知っておきたい！　IFRS解釈指針委員会の役割と活動 3220（7/13）

IFRS財団アジア・オセアニアオフィス　ディレクター　竹村　光広

�海外事情�
■海外会計トピックス

米国CEO高額報酬問題，CFOの将来像（計算屋か共同経営者か），その他 3219（ 7 / 6 ）

PCAOB：監査報告書の監査責任者名記載，監査品質指標，その他 3220（7/13）

FASB：収益認識基準適用延期，IFRS財団の構造等の見直し，その他 3221（7/20）

監査人強制交代制の効果に疑問あり，企業会計は変革できるか，その他 3222（7/27）

IASBも収益認識基準延期，SECがFIFA捜査開始，その他 3223（ 8 / 3 ）

米国企業は，投資以上に株主に還元，証券に関する集団訴訟減少，その他 3224（8/17）

SECが不正自動検出システム採用，国際的なカード不正，その他 3225（8/24）

英国での不正による損失額，ACCAが私物化されている，その他 3226（8/31）

意思決定者の経営問題への対処法，同僚とランチを取りたい，その他 3227（ 9 / 7 ）

米国CPAの初任給が上昇，英国の銀行は利益過大計上，その他 3228（9/14）

米国：上場企業の取締役報酬，経費不正の推計金額，その他 3229（9/28）

採用の秘訣はキャリア訓練，闇経済で欧州に多額損失発生，その他 3230（10/5）

経理マンとして警鐘を鳴らせ，Big4コンサルティング回帰，その他 3231（10/12）

OECDが国際的租税規則を提案，SECによる不正会計の処分事例，その他 3232（10/19）

酒の過大摂取で770億ドルの損失（米国），CFOがコンサルタントを使いたがる理由，そ
の他 3233（10/26）

SEC2015年の処分の概要，リスク管理と業績アップの６ステップ，その他 3234（11/2）

大半の企業は収益認識基準に未対応，テック企業IPOの決算に注意，その他 3235（11/9）

KPIを活かすには，企業の不正会計は続く，その他 3236（11/16）

持続的収益測定の５つの方法，IRSの決算，その他 3237（11/23）

CFO2016年の課題，中国「独身者の日」でのネット詐欺，その他 3238（11/30）

Big4パートナー租税回避容疑で逮捕，FASBの事業定義を明瞭化，その他 3239（12/7）

内部通報の時代，SEC:ビットコイン会社を処分，その他 3240（12/14）

デジタル時代の無形資産活用，EU10 ヵ国金融取引税に合意，その他 3241（12/21）

公認会計士　飯田　信夫
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■中国子会社の見える化
第１回　中国子会社の経営実態の見

方 3222（7/27）

第２回　会社の全体像を知る 3225（8/24）

第３回　会計の関連情報 3227（ 9 / 7 ）

第４回　会計監査の関連情報 3229（9/28）

第５回　税務の関連情報 3231（10/12）

第６回　購買・在庫管理の関連情報
　 3233（10/26）

第７回　販売・与信管理の関連情報
　 3235（11/9）

第８回　資金管理の関連情報 3236（11/16）

第９回　労務管理の関連情報 3238（11/30）

第10回　有形固定資産の関連情報
　 3239（12/7）

有限責任あずさ監査法人　増田　進／紫垣　昌利／中村　祥子

�コラム・書評等�
■世界会計よもやま話

クリントン財団の情報開示，税務申告書もネットで 3229（9/28）

愛知工業大学　教授　岡崎　一浩

■ちょっと役立つワインの小話
第11回 3220（7/13）

第12回 3222（7/27）

第13回 3224（8/17）

第14回 3226（8/31）

第15回 3228（9/14）

第16回 3230（10/5）

第17回 3232（10/19）

第18回 3234（11/2）

第19回 3236（11/16）

第20回 3238（11/30）

第21回 3241（12/21）

日本ソムリエ協会　ワインエキスパート　ワイン検定講師　佐久間　裕輝（米国CPA）

■ハーフタイム
ROEが経営指標として有効になるとき 3224（8/17）

疎外された経理部 3228（9/14）

経理部と外部監査人に非はないのか 3229（9/28）

 “画竜点睛を欠く”コーポレート・ガバナンス 3230（10/5）

戦後70年と金融不安定性 3233（10/26）

アメリカ流ビジネスの光と影 3236（11/16）

ビジネスと会計に活かせる「謙虚な懐疑主義」 3238（11/30）

人はなぜ「不都合な事実」を隠すか 3239（12/7）
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■書評
猪熊　浩子著『グローバリゼーションと会計・監査』 3219（ 7 / 6 ）

筑波大学大学院ビジネス科学研究科　弥永　真生
飯塚　幸子著『初めて学ぶ連結会計の基礎』 3220（7/13）

カゴメ株式会社　経営企画本部　財務経理部　森島　孝男
南　成人・中里　拓哉・高橋　和則著『財務諸表監査の実務』 3222（7/27）

日本公認会計士協会　相談役（元会長）　増田　宏一
弥永　真生著『会計監査人論』 3226（8/31）

甲南大学社会科学研究科　教授　伊豫田　隆俊
児嶋　隆著『銀行の不良債権処理と会計・監査』 3227（ 9 / 7 ）

筑波大学大学院ビジネス科学研究科　教授　弥永　真生
橋本　尚編著『利用者指向の国際財務報告』 3228（9/14）

野村証券エクイティ・リサーチ部　シニアストラテジスト　野村　嘉浩
柳澤義一・相川高志・加藤厚・弥永真生著『さて，IFRSを導入する！　導入して気づく

実務のポイント』 3229（9/28）

公認会計士　関根　愛子
薄井　彰著『会計制度の経済分析』 3234（11/2）

慶應義塾大学大学院　教授　太田　康広
辻山　栄子編著『「IFRSの会計思考～過去・現在そして未来への展望』 3241（12/21）

パナソニック株式会社　経理・財務部　審議役　山田　浩史

■その他
・日本内部統制研究学会　第８回年次大会報告 3224（8/17）

青山学院大学大学院　教授　橋本　尚
・アジア太平洋管理会計学会2015年度大会記 3241（12/21）

甲南大学名誉教授　上埜　進

�インタビュー・対談・座談会等�
・上場企業にきく！　コーポレートガバナンス・コードへの取組み　CASE１ 3226（8/31）

大東建託株式会社
・上場企業にきく！　コーポレートガバナンス・コードへの取組み　CASE２ 3227（ 9 / 7 ）

株式会社クレオ
・組織内会計士に聞く！　第15回 米国での監査等，多彩な経験を活かして 3232（10/19）

日本イーライリリー株式会社　財務経理部統括部長　平古場　篤志
・スペシャル・インタビュー　ASBJ小野行雄委員長に聴く！　会計基準開発の現状と今後

の展望 3225（8/24）
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・会計専門職大学院理事長・杉本徳栄教授にきく　会計専門職を巡る状況と会計大学院の役
割 3226（8/31）

・特別誌上座談会　持株会社の経理実務 3233（10/26）

サッポロホールディングス　経営管理部連結管理グループシニアマネージャー　三箇　慎一
王子マネジメントオフィス　グループ財務本部経理部マネージャー　西　秀樹

明治　経理部会計1グループ　片岡　真吾
ラウレア　代表取締役　公認会計士　飯塚　幸子

・スペシャル・インタビュー　　国際会計士倫理基準委員会（IESBA）議長Stavros 
Thomadakis氏およびテクニカルディレクター Ken Siong氏（インタビュアー　公認会
計士　加藤　厚氏） 3238（11/30）

・特別座談会　中堅上場企業と中規模監査法人によるIFRS導入～先駆者たちが語る，導入
のための実務ポイント～

（第１部） 3240（12/14） （第２部） 3241（12/21）

トーセイ株式会社　取締役・専務執行役員　平野　昇／財務経理部次長　古関　秀一
新創監査法人　統括代表社員　柳澤　義一／代表社員　相川　高志

慶應義塾大学　教授　西川　郁生

�その他�
「マイナンバー制度の概要と実務への影響」 3219（ 7 / 6 ）

KPMGコンサルティング株式会社　パートナー　伊集院　正／マネージャー　宮脇　篤史

重要資料
平成26年度有価証券報告書レビューの重点テーマ審査及び情報等活用審査の実施結果に

ついて 3239（12/7）

重要資料重要資料


